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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、国際教育協力のモデルのひとつとして、毎回の授業改善における教
師の知見を映像や写真をもちいて記録する授業アーカイブを活用した授業研究を途上国（地域）の学校に導入
し、教育方法・技術が教師に継承される授業研究モデルを開発することである。
研究協力校はインド・ビハール州にあるNGOが運営しているN学校であり、N学校の授業や授業研究の観察、校長
や教職員へのインタビューを分析データとした。
拡張的活動理論の考えに基づき、２年間の実践から授業研究モデルの２つの要件が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to develop a lesson study model to transfer 
teaching methods and techniques to teachers by introducing lesson studies into schools in developing
 countries (regions) using "lesson archives," in which teachers record video and photo documentation
 of improvements in each lesson.
The cooperating school for the study is School N in Bihar, India, which an NGO manages. Data for the
 analysis were obtained from lessons and lesson study observations at School N and interviews with 
the principal and teachers.
Based on activity theory, two requirements for a lesson study model were identified from two years 
of practice.

研究分野：教育工学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は教育理念やカリキュラム開発ではなく、教師の離職により「授業技術の継承」がされにくいという、途
上国の個々の学校現場が抱える「今」の問題に取り組むところに社会的意義がある。
さらに、毎回の授業改善の知見を「学校の知見」として記録し、教師の教育方法・技術を「学校の知見」として
継承する仕組みは教育開発研究と教師教育研究への学術的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
近年、日本の初等中等教育や理数科教育、ICTを活用した教育など日本の教育コンテンツが途
上国の教師教育や授業改善のために活用されるようになってきた（文部科学省 2016)。教育技術
や方法をトップダウンで移転するのではなく、途上国の教師が能動的に授業改善に取り組む方
法のひとつとして日本の授業研究が注目を集めている（今野ほか 2011）。 
 ところが、それぞれの文化に所属する教師は、自身がそれまで受けてきた教育や教育現場の特
徴に影響を受けながら教育を行うため（佐藤 1997）、常にその国の教育文化に合わせて教育実践
が解釈される。したがって、途上国への国際教育協力において能動的に授業を改善していこうと
いう授業研究の取り組みが、現地の教師の文化・歴史観を通した時にどのように意味解釈される
のか、また、それらと教師の専門力量形成との関係を捉えていくことは、日本の国際教育協力に
おける授業改善モデルを進める上で重要な要素となる。 
 
（１）先行研究の概観 
 授業研究を如何に進めるか、授業研究で何を目標として議論を進めるかは、それぞれの国の教
育現場の社会文化的な文脈によって変化していることが報告されている（秋田・ルイス 2008）。
それを踏まえ、日本の国際教育協力では、途上国の伝統・文化を配慮したうえで児童中心主義の
教育の推進や、初等教育のカリキュラム開発を進めている（文部科学省 2016）。この動向は、国
あるいは対象地域の教育改善を目指した取り組みといえる。 
 研究代表者はシリアやインドなどの途上国の教育現場において、教師の授業技術が継承され
つづける授業研究のデザインを検討してきた（たとえば Konno, T. et al. 2012）．それらを踏ま
えて、これまで取り組んできた国際教育協力の事例を精査すると「授業技術の継承」という問題
が、途上国の学校に起こることがわかった。たとえ授業研究を行っても、教師個人が培ってきた
教育方法・技術の全てを他の教師へ伝えたり、記録できたりするわけではない。また、教師が置
かれている環境の不安定さや離職率の高さなどから、その教師が退職すると、学校は教師個人の
教育方法・技術を失うことになる。つまり教師個人の授業技術が継承されないのである。 
 「授業技術の継承」には毎回の授業改善における教師の知見を映像や写真をもちいて記録する
授業アーカイブが有効である。授業アーカイブを用いた授業の記録分析は、授業研究の国際学会
（The World Association of Lesson Studies）においても様々な国の取り組みが報告されている。
しかし、授業研究同様に授業アーカイブが途上国でどのようなプロセスで受け入れられ実施さ
れていくのか、また、それらを用いた授業改善の要因に関する研究事例は少ない。 
 
（２）理論的背景 
授業アーカイブを用いた授業の記録分析をおこなう授業改善の過程において教師は、自身の
授業技術を記録すると同時に、他の教師の授業技術を用いて授業を行うことになる。この関わり
合いは授業を行う教師だけで完結することではなく、他者とかかわり合い、授業という活動を広
げていくことを意味する。これは拡張的学習論の二つ以上の活動システムが相互作用すること
といえる(Engeström 2001)。 
しかし、その過程において教師はどのように授業技術を取り入れようと考え、どのような問題
に直面しているのかについては明らかになっていない。拡張的学習理論における複数の活動シ
ステムがネットワークをつくり発展していく過程において、何が起こっているのかを明らかに
することは、授業アーカイブをもちいた授業研究をデザインするための手がかりとなり得る。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、国際教育協力のモデルのひとつとして、授業アーカイブを活用した授業研究
を途上国（地域）の学校に導入し、教育方法・技術が教師に継承される授業研究モデルを開発す
ることである。具体的には以下の２つの研究課題に取り組む。 
（１）途上国（地域）における授業アーカイブの可能性と課題を明らかにする。授業記録や教師
の教育方法・技術を研究対象とし、どのような方法で何を記録していくのか、アーカイブ方法や
その内容について文献研究および実証研究から調査する。それらの調査を基に、途上国（地域）
における授業アーカイブの可能性と課題を明らかにする。 
（２）授業アーカイブを活用した教育方法・技術が継承される授業研究モデルを開発する。文献
研究や実証研究を繰り返し行うと共に、それらを拡張的学習論の活動システムの枠組みから分
析する。そして、授業アーカイブを活用した授業研究が実践され、教育方法・技術が現地の教師
に継承されるモデルを開発する。 
 
３．研究の方法 
（１）研究協力校 
研究協力校はインド・ビハール州のブッダガヤ市にあるNGOが運営しているN学校である。

N学校は LFP（Low-fee private）（小原 2021）の学校であるが、母体となる NGOは 1997年



に創設され 2002年に認定された。この NGOは日本の NPOからの支援を受けていることから
日本に対して友好的な考えをもっている。筆者や日本の小学校教師１名が中心となり、N学校の
教師の授業力量の向上を目指した参加型の教師研修や授業研究の導入を 2012 年から進めてき
た。授業アーカイブを用いた授業研究については 2018年から実施した。 

 
（２）分析方法 
本研究のデータは、N学校の授業参与観察および校長と教職員３名へのインタビューである。
具体的には授業の参与観察は 2019年２月と 2020年２月にそれぞれ３日間おこなった。参与観
察の視点として、各学年の授業の様子、教室での教師と児童生徒との関係の２点から実施した。
その際に疑問点があれば校長や教師に質問し、それを記録した。その後、参与観察で得た情報と、
学校業務における授業研究の位置付けや授業アーカイブを用いる際の問題点を質問の中心とし
た半構造化インタビューを校長と教職員３名におこなった。さらに、2020年以降は教育アドバ
イザーや校長からメールや SNSを介して、授業や授業研究の様子のデータを取得した。 
 以上を分析データとし、拡張的学習論を理論的枠組みとして、事例の特徴を抽出した。 
 
４．研究成果 
データ分析の結果をもとに、まず、本実践を通してインド・ビハール州の N学校における授業
アーカイブの特徴を明らかにする。次に、授業アーカイブを用いた過程およびその問題点を整理
する。最後に、それらの特徴を拡張的活動理論から検討し、教師の教育方法・技術を「学校の知
見」として継承するプロセスと仕組みをモデルとして提示する。 
（１）途上国における授業アーカイブの特徴 
 インド・ビハール州の N 学校において２つのポイントを踏まえて授業アーカイブを授業研究
に組み入れる必要性があることがわかった。ひとつはインフラ状況に適したアーカイブ記録で
ある。どのようなアーカイブ記録を取れるのかが、後の授業研究における情報共有の鍵となる。
研究協力校である LFPの N 学校は電気や ICTなどのインフラがいつでも整っているわけでは
なかった。その中でどのような記録が、「学校の知見」となるのかを検討する必要があった。 
もうひとつは授業研究の進め方や議論の内容である。たとえば教育方法・技術や子どもの状況
把握、教材開発と評価、教科書の使い方などがあり、それによって授業者および授業を観察する
教師の着眼点が異なりそれぞれの国の教育現場の社会文化的な文脈に依存している。そのため、
授業研究における教師の知見を記録する授業アーカイブの方法や内容も異なるといえる。 
 
（２）授業アーカイブを用いる過程とその問題点 
①児童生徒の授業反応による教師の授業改善と管理職による情報共有 
 授業研究で授業アーカイブが用いられることによって、個々の教師の知見が他の教師にも共
有されること、および、その知見を自身の授業へ適応しようと心がけていたり、実践されたりし
たことがわかった。たとえば、授業アーカイブをもとに教師同士が議論することによって、どの
ような準備が教師に必要で、それに費やす時間、児童生徒の反応はそれまでに比べてどのように
変化したのかという、授業準備の具体的な議論が展開できていた。特に、板書の仕方や指名の方
法、児童生徒への声かけの方法の工夫について、異なる教科でも参考にされていた。授業の工夫
は、児童生徒の授業への反応として得られることを教師は認識し、授業改善への意欲が向上して
いたことがわかった。 
 なお LFPの N学校ではほぼ全ての教員が、授業の空きコマがなく、他の教師の授業を観察で
きる機会が限られていた。そのため各授業の記録は教育アドバイザーや校長が行っていた。彼ら
が授業記録を取り、それを授業研究で共有しつつ授業者から解説を加えるという授業研究の活
動が行われていた。 
 
②新しい活動の創出による構造的問題と個々の教員の授業記録の工夫 
 教師が授業改善を行うことに伴い勤務時間の増加を問題として認識していることがわかった。
他の教師の授業記録を参考に自身の授業を改善しようと試みるが、これまでの授業準備よりも
時間がかかるため、勤務時間が増したり家族と過ごす時間が減ってしまったりという問題であ
る。教師は、自分や他の教師の授業記録を作成すること、それらを用いて授業改善をおこなうこ
とをルールとした授業研究を進めていた。もちろん校長は分業として、それらをすすめられるよ
うなサポートをしていたが、個々人の教師の勤務時間が増してしまうことが避けられない問題
に直面していた。これは教師の活動が混ざり合うことで新しい授業（活動）が創出されていくこ
とに伴う構造的な問題ともいえる。授業アーカイブを用いた授業研究をすすめるためには学校
業務の構造的なしくみも同時に変革していかなければ、単に教師の仕事が増加することになる。 
 ところでコロナ禍の対面授業が制限され、勤務時間が短くなる中で教師同士も従来の授業や
授業研究のままではそもそもの授業が進められないという状況に陥っていたことも分かった。
そこで、授業の様子や板書、生徒のノートなどをできる限り自身のスマートフォンで写真をとり
記録を溜めていくことをおこなっていた。教師同士が対面で授業の共有ができなくとも授業記
録をオンラインやクラウドをもちいて共有するという活動をつくり出していた。 
 
 



（３）授業アーカイブを活用した教育方法・技術が継承される授業研究モデル 
拡張的活動理論の考えに基づき、２年間の実践から授業アーカイブを活用した教育方法・技術
が継承される授業研究モデルの２つの要件を示す。 
①授業アーカイブを用いる集団的活動の仕組みづくり 
授業という活動の前後において授業アーカイブを「道具」として用い、対象となる児童生徒の
学習の理解につなげることが必要である。教師自身の授業を自ら振り返り、その改善内容をふま
えて授業を実施するというプロセスが必要であることに変わりはないが、さらに他の教師や管
理職などの複数の関係者との関わりをもったうえで授業の振り返りやそれらを反映した授業実
践が行われていく必要がある。つまり、教師個人は授業実践という行為を行うが、その行為を行
うまでに授業アーカイブという「道具」や、授業研究という「共同体」において、教育アドバイ
ザーや校長といった管理職の分業により各知見を蓄積、共有していくことで、社会的に媒介され
たプロセスを経ていく。これが本研究における集団的活動であり、授業アーカイブを用いる集団
的活動の仕組みである。 
しかし、上記（２）でも述べたように、授業アーカイブを用いる集団的活動に伴い、教師の勤
務時間が増したり家族と過ごす時間が減ってしまったりする問題にも直面することになるだろ
う。管理職は、そのような問題を抱えながらも授業アーカイブを用いた授業研究をすすめられる
ように分業を細かに変えてみたり、授業研究の実践者を調整したりするようなサポートをして
いたが、集団的活動が創出されていくことにともなう構造的な問題が発生することがありうる。 
 
②オンラインやクラウドを用いた水平的紐帯の形成 
教師の教育方法・技術を「学校の知見」として継承していくためには、オンラインやクラウド
を用いた水平的紐帯の形成も必要となる。授業アーカイブを用いた集団的活動の仕組みづくり
にともなう、教師の働き方に関する構造的な問題が現れることが考えられるが、それは、これま
でになかった活動を行うことによって創出される新しい問題（葛藤）であるため、その問題（葛
藤）自体を見ていても解決することは難しいだろう。そこで、現地の状況に合わせた授業研究そ
のものの進め方や状況を踏まえて集団的活動を再構成する必要がある。 
もちろん、教師の働き方に関しては、日本でも問題とされていることのひとつであったり、コ
ロナ過において教師の働き方や学習者の学び方がそれ以前とは異なっていたりする状況もある。
それらを踏まえ、授業アーカイブ自体はデジタルで記録されることがほとんどであることから、
教師同士が対面で授業の共有ができなくとも、授業アーカイブをオンラインやクラウドを用い
て水平的な紐帯を形成しながら授業実践・授業改善という発達的変化をおこなった。 
このように、授業アーカイブをオンラインやクラウドを用いて教師同士が水平的な紐帯を形
成していくことは、教師の離職により「授業技術の継承」がされにくいという途上国の個々の学
校現場が抱える「今」の問題にも対応できる要件となると考えられる。 
 
（４）今後の課題 
 本研究の知見である、授業アーカイブを用いる集団的活動の仕組みづくりやオンラインやク
ラウドを用いた水平的紐帯の形成を基に、今後のさらなる研究の方向性として次のことが示さ
れる。それは毎回の授業改善の知見を「学校の知見」として記録していくことに加えて、オンラ
インやクラウドが用いることができるのであれば他国の授業内容や教材に関しても参照しやす
くなることから、現状に適した授業研究で議論される内容や教師の役割に関する研究が必要で
あるといえる。 
一斉授業の中でどのように教育方法や教材を用いるのか、あるいは学習者中心の教育におけ
る個別最適な学びを進めていく上での教師の役割などを教育学的な観点を踏まえて議論してい
くような研究が重要であると考える。 
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